
－
(11.60)

－ 平成29年度 平成30年度 令和元年度 （2）の内訳 決算額(単位:千円)

(16.60) (1) 5,211,269 5,289,372 5,493,123 簡易水道事業会計 28,630

0.9 (2) 1,454,992 1,420,315 1,481,857 公設地方卸売市場事業会計 13,284

(25.0) (3) 97,266 100,056 93,107 公共下水道事業会計 1,135,156

37.0 (4) 192,931 220,302 218,885 特定環境保全公共下水道事業会計 143,996

(350.0) (5) 94 0 0 農業集落排水事業会計 34,258

(6) 1,748,312 1,781,035 1,751,731 病院事業会計 124,138

（参考）公債費充当特定財源のうち都市計画税額 1,732,035 1,762,326 1,743,797 水道事業会計 2,395

(7) 4,295,864 4,310,241 4,283,151

(8) 557,543 588,973 631,305 （3）の内訳 決算額(単位:千円)

(9) 151,540 151,758 152,368 大垣消防組合 69,752

(Ａ) 203,293 198,038 468,417 西濃環境整備組合 19,717

(10) 35,162,131 35,243,702 35,293,164 西南濃粗大廃棄物処理組合 2,706

(11) 5,004,947 5,050,972 5,066,824 大垣市･安八郡安八町東安中学校組合 932

(Ｂ) 30,157,184 30,192,730 30,226,340 （4）の内訳 決算額(単位:千円)

立体駐車場建設事業 31,882

土地改良事業借入金 12,574

南部学校給食センターＰＦＩ整備事業 174,429

決算額
(単位:千円，％)

一般会計 (1) 2,815,423

物品調達会計 (2) 1,058 （2）の内訳 支出予定額(単位:千円)

公共用地先行取得事業会計 (3) 0 (1) 立体駐車場建設事業 414,461

市行造林事業会計 (4) 0 (2) 土地改良事業借入金 25,964

小計　（(1)～(4)） (5) 2,816,481 (3) 南部学校給食センターＰＦＩ整備事業 831,728

病院事業会計 (6) 27,189,109 (4) ※公共用地の取得費 2,233,915

水道事業会計 (7) 2,006,895 (5) （3）の内訳 負担見込額(単位:千円)

簡易水道事業会計 (8) 1,708 (6) 簡易水道事業会計 485,848

公設地方卸売市場事業会計 (9) 0 (7) 公設地方卸売市場事業会計 30,834

公共下水道事業会計 (10) 112,687 (8) 公共下水道事業会計 14,069,585

特定環境保全公共下水道事業会計 (11) 12,601 (Ａ) 特定環境保全公共下水道事業会計 1,277,375

農業集落排水事業会計 (12) 5,363 （参考）土地開発公社に係る将来負担額（※） 農業集落排水事業会計 308,296

国民健康保険事業会計 (13) 2,432,870 (9) 病院事業会計 1,893,878

国民健康保険直営診療施設事業会計 (14) 0 (10) 水道事業会計 26,266

後期高齢者医療事業会計 (15) 56,061 （参考）うち都市計画税歳入見込額

介護保険事業会計 (16) 1,753,250 (11) （4）の内訳 負担見込額(単位:千円)

駐車場事業会計 (17) 29,065 (Ｂ) 大垣消防組合 824,745

競輪事業会計 (18) 1,198,966 西濃環境整備組合 214,547

西南濃粗大廃棄物処理組合 4,879

(12) 大垣市・安八郡安八町東安中学校組合 11,414

(13)

（6）の内訳 負担見込額(単位:千円)

－ ※大垣市土地開発公社 1,579,898

【△ 106.57】

法
非
適
用

組合等の連結実質赤字額相当額のうち当該団体の一般会計等の負担見込額

-
-

(Ｃ)

-

密度補正により基準財政需要額に算入された公債費

退職手当支給予定額のうち一般会計等負担見込額

公営企業債等繰入見込額

小計　（（(1)～(5)）－（(6)～(9)））

標準財政規模（臨時財政対策債発行可能額含む）

元利償還金･準元利償還金に係る基準財政需要額算入額（(7)～(9)）

小計　（(10)－(11)）

【△ 7.98】
実質公債費比率　　 (Ｃ)／３

12,003,311令和元年度末の充当可能基金現在高

37.0

設立法人の債務等に対する一般会計等負担見込額

連結実質赤字額

18,092,082

3,813,813

0

1,055,585組合等の地方債の元金償還に対する当該団体の負担見込額

8,573,139

0

1,579,898

（Ｄ） 30,226,340

11,209,150(Ｃ)

35,293,164

5,066,824

標準財政規模（臨時財政対策債発行可能額含む） (Ｂ) 35,293,164

-
-

小計　（(1)～(8)）

形式収支 (Ａ) 2,998,164

(Ｂ)翌年度に繰り越すべき財源

(Ｄ)

災害復旧費等に係る基準財政需要額

標準財政規模（臨時財政対策債発行可能額含む）

小計　（(12)－(13)）

小計　（(A)－(B)）

充当可能な特定歳入見込額

充
当
可
能
財
源
等

将
来
負
担
額

元利償還金･準元利償還金に係る基準財政需要額算入額

実質赤字比率（(C)／(D)）
【実質収支が黒字の場合、参考として負数で表示】

－

標準財政規模
（臨時財政対策債発行可能額含む）

実質収支（(A)－(B)）

(%)

①　実　質　赤　字　比　率

区　　　　　分 決算額(単位：千円，％)

2,816,481

181,683

35,293,164

決算額（単位：千円，％）

③　実　質　公　債　費　比　率

区　　　　　分

一般会計等に係る公債費
(繰上償還額､公営企業債償還額及び満期一括地方債の元金に係るものを除く)

岐阜県大垣市
比
　
率
　
の
　
状
　
況

① 実 質 赤 字 比 率
( 早 期 健 全 化 基 準 )

(%)

② 連 結 実 質 赤 字 比 率
( 早 期 健 全 化 基 準 )

(%)

 令和元年度決算に基づく
健全化判断比率等の状況

③ 実 質 公 債 費 比 率
( 早 期 健 全 化 基 準 )

(%)

④ 将 来 負 担 比 率
( 早 期 健 全 化 基 準 )

令和元年度の内訳

一時借入金の利子

一部事務組合等の起こした地方債の償還に充てたと認められる補助金又は負担金

公債費に準ずる債務負担行為に係るもの

⑤資金不足比率

連結実質赤字比率　(A)／(B)×100
【連結実質収支が黒字の場合、参考として負数で表示】

-
-

②　連　結　実　質　赤　字　比　率

単年度実質公債費比率　(Ａ)／(Ｂ)×１００

分
　
　
　
子

小計　（(9)～(11)）

将来負担比率　　（Ｃ）／（Ｄ）

分
　
母

区　　　　　分 (単位:％)

法
適
用

資
金
不
足
額
又
は
資
金
剰
余
額

連結実質収支額（(5)～(18)） (Ａ) 37,615,056

実
質
収
支

そ
の
他
特
別
会
計

実
質
収
支

一
般
会
計
等

0.9

公営企業債償還の財源に充てたと認められる繰出金

0.65591 1.549700.67411(Ｃ)

分
　
　
母

令和元年度末一般会計等の地方債現在高

④　将　来　負　担　比　率

69,823,302

分
　
　
　
子

区　　　　　分
左　の　内　訳

負担見込額等（単位：千円，％）

公債費充当特定財源

事業費補正により基準財政需要額に算入された公債費

91,420,924

18,597,555

60,820,058

18,532,301

地方債現在高等に係る基準財政需要額算入見込額

102,630,074

3,506,068債務負担行為に基づく支出予定額


